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1. はじめに   

オランダ王国（以下、オランダ）における教育制度の基幹は、1917

年の憲法改正に伴って制定された王国憲法第 23 条「公立と私立の教

育(Het openbaar en bijzonder onderwijs)」（以下、第 23 条）にある1。

その性格は、“Het geven van onderwijs is vrij,”（教育の提供は自由）と

同条第二項で明記されているように、「教育の自由」（Vrijheid van 

onderwijs）であり、同国における教育制度はすべてこの概念を基底に

据えて、基本的権利（Grondrechten）の一つとして構築されている。 

凡そ一世紀前に制定された第 23 条であるが、数回の憲法一部改正

や 1983 年の憲法全面改正を経てもなお、同条に関して大幅な修正及

び改正は行われていない。しかし、修正及び改正には至っていないも

のの、これまで同条を巡っては度々議論の俎上に載っている。直近で

は、2021 年 10 月 6 日に労働党（Partij van de Arbeid）所属のデ・フー

プ下院議員（Habtamu de Hoop）によって、憲法第 23 条に関する発議

された2。同発議では、教育におけるより平等な環境を構築するため

に、第 23 条に対して追加条項を提案するものであり、すべての子ど

もには教育を受ける権利があり、どの学校を選択することも可能と
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なっているものの、同時に全ての学校は、子どもたちを平等に受け入

れる義務を負わなければならず、教育は機会均等、人格形成、民主的

憲法国家の基本的価値観の尊重に寄与するものでなければならない

としている。同議員による第 23 条追加条項案は、今日のオランダに

おいては憲法で教育の自由が謳われつつも、実質的には同自由の理念

が全ての子どもに享有されていないことを指摘するものである。 

このデ・フープ下院議員の第 23 条追加条項の提起は、同条で謳う

「教育の自由」がその在り方を模索している渦中にあるということで

もあるが、同条を巡っては 1990 年代後半よりその在り方について政

策レベル、そして研究者レベルにおいて議論されてきており、そこで

は同条の改正及び廃止が最大のテーマであった3。同条が憲法上の概

念であり、かつオランダの教育制度の基幹に当たることなどに鑑みれ

ば、その概念の大きさが故、継ぎ接ぎ的な対応や軽々な解釈変更を避

けることは当然視されるし、それは同条を巡る議論の長さからも看取

できる。そして、議論を重ねていく中で新たな課題性や問題性が浮上

しても間違いではないし、自然なことでもある。 

議論の中心は「教育の自由」であるが、同概念はどのように捉え

られ、そしてどのような問題や課題を孕んでいるのか。本稿では、

この問題意識のもとで、概念の規模と議論の審議過程の長さを踏ま

え、議論それ自体に着目していくことでオランダにおける「教育の

自由」の捉え方、そしてそれに付随する課題性や問題性の一部を浮

上させることができるのではないかという仮説を立て、教育文化科

学省（Ministerie van Onderwijs, Cultuur en Wetenschap 以下、

OCW）の諮問機関であるオランダ教育審議会（Onderwijsraad, 以

下、審議会）4の答申及び覚書等を用いて、「教育の自由」を巡る問

題と課題の一端を考察することを目的とする。本稿で主に扱う資料

は、第 23 条を構成する要素や今日的解釈、そして同条の問題性や課

題性などを「覚書（voorliggende）」としてまとめている『教育の
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自由と政府の支援（Onderwijsvrijheid én overheidszorg）』（2019

年 12 月）、そして 2000 年代初期の第 23 条改正及び廃止議論にお

いて、同条がもたらす今日的課題を指摘した 2002 年 7 月の教育審

議会“Verkenning  Vaste grond onder de voeten. Een verkenning 

inzake artikel 23 Grondwet”（第 23 条の探究）である。E.H.ホー

ゲ・M. van レーウェンは『教育の自由と政府の支援』を審議会の覚

書と評し、「今日において第 23 条が政治的及び社会的に重要なテー

マとなっており、議論の質的向上を図ることを目的としてこの覚書

を記した」5としており、現在の第 23 条の解釈等を整理する上で最

も重要な政策文書と捉えることができる。  

 

2. 憲法第 23 条の構成と議論 

2-1. 憲法第 23 条の成立 

「教育の自由」を巡る問題と課題の一端を考察していく上で、第 23

条の概観について示しておく必要がある。先述のように、第 23 条は

1917 年に制定された。その背景には 19 世紀中葉から 20 世紀初頭に

掛けて、オランダ全土で展開された「学校闘争」（schoolstrijd）があ

る。同闘争は、カトリックやカルヴァン派を中心とした宗教派勢力が、

公立学校と同様に宗派立学校に対しても公費助成を措置するよう、当

時の政府に対して要求し続けた政治的な運動である。この点について

結城忠は、「『国家による教育』に抗しての『教育における自由』（私

学教育の自由）獲得のための闘い」（結城 2009: 332）と指摘する。長

きに渡って展開された学校闘争は、結果として政府が宗教派勢力の主

張を全面的に受け入れ、その内容を憲法第 23 条において明記したこ

とにより終結した6。 

今日、OCW も「オランダにおける教育制度の特徴の一つが、憲

法第 23 条で保障されている教育の自由、すなわち（学校）設立の自

由、教育方法の自由、そしてそれらの基となる思想の自由、であ
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る。人々は学校を設立し、宗教や観念、或いは思想に基づいて教育

を行う権利がある」7と解説している。次の表 1 は現行憲法第 23 条

の和訳である。  
 

表 1. オランダ王国憲法第 23 条（訳） 

1 項 教育は政府にとって恒久的な責務の対象である。 

2 項 教育の提供は自由であり、法で定める所轄庁による監督お

よび教員の適格性、職業的規範に関しての審査は侵害され

ない。 

3 項 公教育は各人の宗教または信条を尊重し、法律により規制

される。 

4 項 各自治体および第 132a 条8で言及されている各公共団体に

おいて、十分な数の公立学校で、十分な公立の一般初等教

育が政府によって提供されなければならない。 

法律で定められる規則により、公立学校であるかどうかに

かかわらず、そのような教育を受ける機会が与えられてい

ることを条件に、この規定からの逸脱が認められることが

ある。 

5 項 公的資金の全部または一部で賄われる教育の質的要件は、

私学教育に関する限り、教育内容の自由を十分に尊重した

上で、法律によって定められるものとする。 

6 項 一般の初等教育に関するこれらの要件は、私学教育と、す

べて公的資金で賄われる公立学校教育の健全性が同様に

適切に保証されるように規制されている。これらの規則で

は、教材の選択や教師の任命に関する私学の自由が特に尊

重される。 

7 項 法律で定められた条件を満たす私学一般初等教育には、公

立学校と同じ基準で公費が投入されるものとする。この法
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律において、私学一般中等教育および準備段階の高等教育

への公共財からの拠出の条件が定められる。 

8 項 政府は毎年、教育の状況を議会に報告する。 

（Grondwet voor het Koninkrijk der Nederlanden 1983, Hoofdstuk 1: 

Grondrechten, 23. Het openbaar en bijzonder onderwijs.）筆者訳 

 

表 1 でも確認できるように、「教育の自由」を明記しているのは 2

項のみであり、この概念を保障する内容がその他の項で謳われている

先述の三点の「自由」、具体的にいうと学校設立の自由（Vrijheid van 

stichting）、教育内容の自由（Vrijheid van richting）、教育組織の自由

（Vrijheid van inrichting）である。 

では、今日においてこれらはどのように捉えられているのか。以下

では近年のそれぞれの解釈について審議会の捉え方について、先行研

究等を用いながら整理していくこととする。 

 

2-2. 憲法第 23 条の問題性 

これまで述べてきたように、第 23 条は教育の自由を謳い、オラン

ダの教育制度原理を構成する要諦となっている。しかし、それは盤石

なものではなく、少なくとも現在においては同条に対して追加条項が

発議されるなど、教育の自由を巡る議論が継続されているというのが

現状である。 

そうした議論では何が問われているのか。次に同条を巡る近年の動

向についての整理を試みる。 

既述のように、オランダでは 2000 年代初期から第 23 条の修正及

び廃止が政策レベルで議論されてきたが、その議論の俎上に同条が挙

がった理由の一つとしてあるのが、ネイティブ・オランダ人がエス

ニック・マイノリティの居住地域から郊外へ移り住む、所謂“白人の

逃避(Weibenflucht)”による人種間の学校分離にある。学校分離とは、
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主に都市部に見られた社会現象であるが、ネイティブ・オランダ人の

親を持つ子どもが通学する学校(通称“白い学校”(Witte scholen))と、エ

スニック・マイノリティの親を持つ子どもが多く通学する学校(通称

“黒い学校”(Zwarte scholen))が分離する現象をいい、この現象は 1980

年代前半から散見されている9。比較的に移民の数が多い都市部に見

られる現象であったことから、この状況に対して見原礼子（2009）は、

「当時の学校分離は一部の地域においてのみの現象であったため、そ

の対応はエスニック・マイノリティの多くが居住する地区の学校や親

に対して、自治体が学校分離のもたらす問題点などの情報提供を行

い、意識的な学校作りや学校選択を推奨する程度に留まっていた」10

と分析している。 

しかし、その後も学校分離は拡大の一途を辿り、国際的にも注目を

浴びることとなる。OECD(1990)は、学校分離はオランダ教育の将来

にかかわる問題とした上で「移民の子どもが増加しているインナーシ

ティの学校からの『ホワイト・フライト』現象は、多くの国で生じて

いるが、憲法第 23 条に基づく学校選択によって、オランダで生じて

いる分離の速度は非常に加速化している」11と指摘している。 

また、1995 年の下院議会では、「学校設立の自由」が学校分離を誘

因させる要因として、同理念を謳う憲法第 23 条修正の必要性を指摘

した12が、結果的にオランダ語を第一言語としない子どもに、追加的

に資金を交付して対応した。つまり、澤田裕之（2013）も指摘するよ

うに、こうした事態に対してオランダは教育費国庫負担の方式を変え

る形で対処している13と述べているが、オランダとアメリカの都市部

を中心に学校分離の水準と傾向を分析した H.F. ラッド・E. B. フィス

ク・N. ルウェス（2010）は、オランダの学校分離の水準はアメリカ

の都市と比較しても相対的に高く、この問題は、教育の自由というオ

ランダの歴史的にも長く深淵な価値観と必然的に向き合うことにな

る14と指摘している。「学校設立の自由」が、とりわけ 2000 年代前後
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において学校間の分離を促しつつあったということである。 

この状況に対して政府、そして OCW 大臣であった L.M.L.H.A.ハー

マンスは危機感を募らせ、2001 年 12 月 20 日に審議会に対して「憲

法調査（verkenning Grondwet）」と題する諮問を行っている。諮問理

由は第 23 条の改正の是非であり、その諮問を受けて審議会は、翌年

の 2002 年 7 月に同条改正の必要性を否定した“Een verkenning inzake 

artikel 23 Grondwet”（第 23 条の探究）を答申した15。同答申はオラン

ダにおいて初となる第 23 条の政策レベルでの見解を示したものであ

り、今日の第 23 条を巡る議論の起点となる報告書でもある。見原は

この報告書に対して、「宗教の機能変容や多元化といった現代社会に

適応しうる公教育を再構築していくための、第 23 条の再検討あるい

は改定の是非を巡る考察が求められた結果」16としている。  

 

2-3. 政府による「正当性」 

 2002 年 7 月に OCW に答申された『第 23 条の探究』報告書では

何が示されているのか。報告書では大別すると、第 23 条の内容と意

義について、そして同条の規定内容の範囲の 2 点である。本稿では後

者について取り上げて、若干の資料解題を行う。 

同 報 告 書 で は 、 “ De belangrijkste grondwettelijke normen en hun 

‘buitengrens’”（「最も重要な憲法規範とその「限界」）の項では、5 点

示されている。ここでは報告書で示されているナンバリングのまま、

原文と和訳を両表記する。 

 

表 2. 「『第 23 条の探求』における見解」 

Hoofdstuk Titel van het hoofdstuk 章題 

2.5 De belangrijkste grondwettelij

ke normen en hun ‘buitengre

ns’ 

最も重要な憲法規範と 

その「限界」 
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2.5.1 Een stelsel van onderwijsvo-

orzieningen 

教育機関のシステム 

2.5.2 Deugdelijk onderwijs 正当な教育 

2.5.3 Waarborgen voor geestelijke 

pluriformiteit 

精神的多元性の保障措置 

2.5.4 Voldoende aanbod van open-

baar onderwijs 

公立学校の充実 

2.5.5 Voldoende en gelijke bekosti-

ging 

十分かつ平等な公費助成 

（出典: Onderwijsraad, Een verkenning inzake artikel 23 Grondwet, 2002. 

p. 23-25. 筆者訳出） 

 

ここで着目するのが、「2.5.2 正当な教育」である。本報告書は OCW

の諮問に対する審議会の答申であり、OCW は審議会の答申を受けて

指針や政策を策定及び実施するものである。「正当な教育」というの

は、公立学校及び私立学校に対する政府が要求する「正当性」を指す。

報告書によれば、第 23 条は様々な点で「立法府が教育の正当性を考

慮して、規則を規定することができる」17としている。特筆すべきこ

とではないが、憲法下において公立及び私立学校の教育の「正当性」

を保障するため各種法律で定めることができるということである。そ

して具体的には、同条 2 項には、「（教育に係る）一般的な『正当性』

が要求される」とし、公費助成を受けているか否かは問わず、教育機

関の全ての学校に対して義務付けられるとしている。これは、教育監

督庁による教育視察の受入、要求される能力と規範意識を持つ教員を

任命することの学校運営サイドに対する義務の 2 点であり、それが報

告書でいう「正当性」である。 

そして、政府が「正当性」を要求する上では「原則的に学校教育

の全ての分野を含む」とされており、公立学校のみならず私立学校
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の教育についても「最低基準として定めている」としている。同時

に「しかし時に同一ではなく、私立学校の教育に自由を与える為の

一つの『基準』を設けているのであり、私立学校の教育に関して

は、方向性の自由については枠外である（“buitengrens van de vrijheid 

van richting”）」とし、「立法府は独自の宗教又は哲学という、教育

の枝として重要な部分について、それを制限し『正当性』として要

求する権限はない」と、一般的に教育として言われること以外は政

府として私立学校に対して制約を課すことはできないという主旨を

提言し18、現在（2002 年時点）において要求する「正当性」とし

て、教育施設、学校組織、教職員の資質（教育に関する資質）であ

り、これは公立学校の基準と同等と答申した。 

以上が 2000 年代初期の政策サイドの第 23 条に対する見解であ

る。しかし本稿の序盤でも述べたように、現在、同条の追加条項案

が発議されている。では今日、「教育の自由」は政策サイドにおい

てどのように認識されているのか。 

  

3. 近年の「教育の自由」に対する政府見解 

審議会は第 23 条を巡る議論は、そのきっかけとして「特定の教育

機関での疑惑及び不正な行為」19を挙げている。例えば、財政的不備

及び当該学校のシチズンシップ教育の不履行が浮上した、2019 年の

アムステルダム市内に設置されている Cornelius Haga Lyceum（コーネ

リアス・ハガ・ライシアム中等学校）理事会問題20や、同じく財政的

な不透明性と教員による生徒に対する虐待などの問題が発覚したオ

ランダで唯一の正統派ユダヤ教（Orthodox Judaism）の学校であるチェ

イダー学校（Stichting Joodse Kindergemeenschap Cheider）事件21などで

ある。 

審議会は、このような事態が生じると、異なるライフスタイルや民

族的・文化的背景を持つオランダ人との間における社会的結束に関す
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る課題や疑念、教育水準や所得に応じた新たな社会的分断に対する懸

念、そして特に子どもを持つ保護者から教育の質保障などの議論に発

展し、その帰結として第 23 条の在り方が問われるとしている22。 

そこで、近年公表されたものが、 『教育の自由と政府の支援

（Onderwijsvrijheid én overheidszorg）』（2019 年）であることから、

次に同資料と若干の先行研究を用いて、政策サイドの「教育の自由」

に対する見解について概説する。 

 

3-1. 学校設立の自由（Vrijheid van stichting） 

先ず、審議会は学校設立の自由について、次のように解説している。 

 

学校設立の自由（Vrijheid van stichting） 

最初の部分的な自由は、基盤の自由であり、それは誰もが 

自由に教育を提供できるという考えに基づき、学校を設立す 

る自由を意味している。学校を設置しようとする者は、政府 

からライセンスを取得する必要はない。教育を提供する自由は、

公費で運営される学校の設立のみならず、公立学校や自動車 

教習所など、他の形態の教育も認められる。 

財団の実際の自由度については、助成を受けるための条件 

によって制限される。教育委員会は通常、これらに依存してい 

るため、設立の自由度の問題は、通常、資金調達の（可能性の）

問題に帰結する。形式的には、学校の設立ではなく、その学校 

が国庫負担を受ける資格があるかどうかという問題である。 

現在、国庫負担の申請を行う際には、その学校が承認された 

学校の方向性に基づいているかどうか、また、生徒数の面で適用 

される基礎基準に準拠するかどうかが審査される。この学校で

提供される教育が健全なものであるかどうかの事前評価はな

い。 
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（ 出 典 : Onderwijsraad., Onderwijsvrijheid én overheidszorg, 

2019. pp. 31-32. 筆者訳出） 

オランダの場合、この学校設立の自由により設立された学校23、す

なわち私立学校に対しては、公立学校と同一の基準で公費助成される

ことを憲法第 23 条 7 項で規定している。この憲法の要請を受けて、

初等学校の場合は初等教育法第 76 条 2 項24、中等教育の場合は中等

教育法第 67 条25で公費助成の要件を定めている。具体的には、私立

学校が公費助成を受ける基本的要件として、第 1 に一般法律を遵守す

る義務、第 2 に中等教育の修了時にナショナル・レベルで実施される

卒業試験に参加する義務、第 3 に国（学校監督庁）の査察官による学

校評価を受け入れる義務である。ただし、公費は直接的に学校へ措置

されるのではなく、一度、当該学校を管轄する教育委員会や財団、組

合等に供与され、各学校に措置される仕組みとなっており、学校は管

轄機関に対して、実施する教育内容を示さなければならない。 

私立学校はこの要件を遵守すれば、公立学校と同様に公費助成され

るということであり、審議会は、オランダにおける教育の自由は、こ

の学校設立の自由を起因とし、「教育の自由は宗教の自由でもある」

26と示している。 

しかし、この学校に対する公費助成が憲法上での規定が第 23 条を

巡る議論の争点の一つでもある。オランダの学校設立の自由に関す

る代表的な研究は、P.W.A. ハウスマン・M.T.A.B. レマース・D. メ

ンティンク・P.J.J.ゾーンジェンス（2011）や M. マウセン・F. フェ

ルミューレン（2015）が挙げられる。特に M. マウセンらは、公教

育についての議論を法的側面から検討し、生徒を選択し拒否する権

利（いわゆる入学の義務（acceptatieplicht）に関する議論）、学校理

念と相違する教職員の雇用、性的指向や性的多様性に関する教育を

拒否できる可能性など、宗派立学校にとって重要な結社の自由に関

する議論について検討しており、今日のオランダは、自由と平等と
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の関連において、信教の自由の概念に変化が生じており、長期的に

は保守的宗派の寛容性と実質的な集団的自由、つまり公教育におけ

る自由との関係を不安定化させる可能性を指摘している27。  

 

3-2. 教育内容の自由（Vrijheid van richting） 

 冒頭で示したように、憲法第 23 条は公立（openbaar）と私立

（bijzonder）の教育(onderwijs)を規定している。オランダの学校は、

大きくは公立と私立学校に分けられるが、国庫から公費助成を受けな

い私立学校も存在している。教会やモスクなどでの教育の他、法的に

は認められていない家庭教育などであるが、そうした教育も第 23 条

が適用される。この仕組みはデュアルシステム（Een duaal bestel）と

呼ばれ、同国において採用されている（図 1 参照）。 

 

 

 

 

 

図 1. オランダの教育版デュアルシステム 

（出典: Onderwijsraad., “Onderwijsvrijheid én overheidszorg”, 2019. p. 23. 
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筆者訳出） 

 

このデュアルシステムについて、審議会は「政府の責任で行われ

る公立学校教育と個人や民間組織が行う私立学校教育が区別されて

いることは、それぞれが独占的でありながらもお互いを補完し合う

『２本の枝』のようなものである」28とし、デュアルシステムは

「選択の自由と社会的結合を促進するものであり、変化する社会の

要求に適応し続け、調整や変更など民主的に行われることを保証す

るものでもある。」29と評している。  

 

教育内容の自由（Vrijheid van richting） 

2 つ目の部分的な自由は、方向性の自由。それは、特定の宗教

的信念や人生哲学に由来する、教育における基本的な方向性を

表明する可能性を含んでいる。換言すれば、政府の干渉を受けず

に信念を貫く自由である。方向性とは、宗教的・思想的な信念を

指す。それは、人間や社会に対する具体的なイメージを持った、

深く根付いた信念に関するものであり、この信念は、全体を通し

て保持される。 

教育を受け、学校の行動全体に浸透していること。それは、宗

教という科目だけでなく、他の科目や規範、学校の風土、児童生

徒や社会に対する姿勢にまで及ぶ。憲法審査会では、学校の（教

育）基盤という、より広い、あるいは開かれた概念の方向性を提

唱してきており、この基盤は、宗教や人生の哲学に由来すること

もあれば、教育的なアイデアに由来することもある。しかし、モ

ンテッソーリやイエナプラン教育のようなペダゴジカル・ディ

ダクティブな流れは、現在のところ方向性は定まっていない。公

立学校には方向性はないものの、教育学的な教育的・学問的ビ

ジョンに基づいて教育を行うことはできる。 
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（出典: Onderwijsraad., Onderwijsvrijheid én overheidszorg, 2019. 

p. 32. 筆者訳出） 

 

この「方向性（richting）」というのは、当該学校の教育の方向性、

すなわち「教育内容」のことを指すが、2010 年 6 月、この“richting”

を巡って、初等学校就学に係る教育の方向性に対する異議および免除

を要求した事件を受けての判例を根拠として、今日においては「特定

の宗教的信念や人生哲学に由来する基本的方向性を意味する」と解釈

されている30。このデュアルシステムと教育内容の自由の関係につい

ては、P.W.A. ハウスマン（2012）の研究が詳しい。ハウスマンはオラ

ンダの教育におけるデュアルシステムにより、私立学校のみが教育内

容の自由、換言すれば、「個人の宗教観や思想観を教育で表現する自

由」があり、私立学校は、教師（「能力と品位」の要件を満たす限り）

や教材を自由に選ぶことができ、学校の原則を支持または尊重する生

徒や保護者に学校へのアクセスを制限することができる31と説明し

ている。 

しかしながら、P. フェルメール・L. フランケン（2018）は、学

校が実践する「世界観教育」は、今日の世俗的で多元的な社会の課

題に取組みに資する教育を妨げている32と指摘しているように、こ

の「方向性（richting）」については、現在においても教育政策上の

議論の俎上に挙がっている。  

 

3-3. 教育組織の自由（Vrijheid van richting） 

審議会は第 23 条に基づく教育組織の自由について、次のように示

している。 

 

 

教育組織の自由（Vrijheid van inrichting） 
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3 つ目の自由は「組織の自由」であり、学校の管理、組織、教

育的ビジョンに関連するすべての事項に関わるものである。教

育委員会は、法律の枠組みの中で、これらの事項を自ら決定する

ことができる。 

この自由は、方向性の自由の実用化とも言え、実質的なものと

するためには、私立学校が自らの洞察に基づいて組織や教育を

形成するための余地が必要である。憲法では、教職員の任命や教

材の選択の自由が明示されている。 

しかしそれだけではなく、私立学校では、教員を採用する際 

に、一般的な「男女雇用機会均等法」が適用される。宗教、人生 

の哲学、異性または同性の指向などを理由とした差別は禁止さ 

れる。私立教育委員会は、学校の基盤に鑑みて必要かつ適切な場 

合には、宗教、人生の哲学、政治的所属を理由に区別することが

できる。 

監督庁が定める教育的及び組織的な自由事項も設立の自由に

加味される場合があり、施設の自由は、秩序の維持、教育のコン

セプト、カリキュラム、教育方法などにも関係する。例えば、モ

ンテッソーリ教育、ダルトン教育、イエナプラン教育などを行う

学校は、この自由度を活かしている。公立学校の場合は、「教育

の自主性」という観点から、ほぼ同様の自由が保障される。 

また、組織の自由は、組織レベルでは各組織による基準があ

る。例えば、私立教育委員会は、学校の定員に合わせて生徒を受

け入れる際に、独自の決定を下すことができる。またその際、理

事会は一般的な均等待遇法が適用される。法人の人事及び責任

者は、教育機関自身が作成する規約や内規によるものである。そ

の一方で、立法者は、職員の参加、経営と内部監督の分離など、

組織にいくつかの条件を課している。 

（出典: Onderwijsraad., Onderwijsvrijheid én overheidszorg, 2019. 
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p. 35. 筆者訳出） 

 

審議会は、組織の自由について「学校の管理、組織、教育的ビジョ

ンに関連するすべての事項に関わるもの」と解釈しており、これまで

述べてきた自由を“praktische”（「実用化」）するものと解している。 

結城忠（2009）は、この教育組織の自由（Vrijheid van inrichting）を

「内部組織編制の自由」と訳しており、「各学校には、教育上、きわ

めて広範な自律権が保障され、自己責任が求められている」33として

いる。 

また、「学校の基盤に鑑みて必要かつ適切な場合には、宗教、人生

の哲学、政治的所属を理由に区別することができる」ことについて、

これは一般平等待遇法（Algemene wet gelijke behandeling）第 5 条「職

業に係る雇用に関する自由規定（Bepalingen op het terrein van de arbeid 

en het vrije beroep）」の 2 項「a. 宗教的または思想的基盤を有する機

関、b.私立教育機関、c. 政治的基盤を有する機関には影響しないもの

とする。」を法的根拠とする34。 

このように審議会は教育組織の自由について示しているが、カト

リックの宗教に基づく私立教育について論じた R・グルデンムント

（2015）は、教育は宗教的及び思想的な方向性が認められる数少ない

政策分野の一つであるとしつつ、この教育組織の自由について方向性

の概念拡大か廃止かの議論が政策上で議論されているが、私立教育は

市民社会に根ざしており、その点からも「方向性」の概念拡大が望ま

しいと結論づけている35。 

以上、今日の政策サイドにおける第 23 条の認識を概説してきた。

教育の自由を謳う同条に対して、政策サイドとしてはオランダの教

育制度の根幹という認識に変わりない一方で、それは必ずしも帰結

ではないという認識であることが看取できる。  
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4. おわりに 

 本稿では、今日のオランダにおいて「教育の自由」がどのように捉

えられ、そしてどのような問題や課題を孕んでいるのかについて、政

策サイドの見解を中心に論じてきた。 

 1990 年代に顕在化した学校分離という現象に対して、当初政府は

一部の地域での現象として捉え、公費助成に加えた財政的措置で学校

分離という問題に対処してきており、特段、第 23 条の問題としての

認識は必ずしも高くはないことが、2002 年の審議会答申から看取で

きた。そこで示されていたものが、政府が捉える「正当な教育」及び

「正当性」である。それはあくまでも一つの「基準」であり、私立学

校のいうところの「正当性」、すなわち私立学校が宗教や哲学など、

私立学校が志向する「方向性」に基づく教育を実施している場合で

あっても、政府として制約することはないという見解を示していた。

それは第 23 条によって憲法保障されるということでもある。 

 しかし、2021 年の下院議員による第 23 条追加条項の提起に鑑みる

と、必ずしもオランダ社会において同条の理念が位置づいているとは

言い難く、むしろ緊張状態が継続しているということでもある。その

緊張状態は、教育の自由に内包される 3 点の自由を享受する私立学校

による問題が表面化した際、その緊張は更に揺さぶられ、その度に政

策サイドが同条の解釈を表明するという展開となっているのが現状

といえる。 

 では、そうした中でオランダ政府は、この緊張し続けている状況に

対してどのように対応し、法整備を含めた政策を具体的に展開するの

か。今後の研究課題としては、本稿では深化させることができなかっ

た、2021 年の第 23 条追加条項の発議に着目し、発議に至った経緯と

議会での質疑等を下院議会資料を基にして分析していく他、これまで

政策サイドからの視点に立脚して教育の自由を考察してきたが、私立

及び公立学校、学校を管轄する各教育委員会サイドからの考察も、今
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後、同国の教育制度原理を明らかにしていく上で必要と考える。 
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